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地方自治体では、政策形成や行政運営に際し様々な統計データが活用されている。熊本市においても同様で

ある。統計データは、主に他都市との比較や過去のデータとの比較による現状分析に用いられ、その対象は、

熊本市全域である。今後熊本市では小学校区を単位とした参画および協働による市政やまちづくりを進めてい

くため、行政運営についても各校区の違いを把握した上で行う必要がある。本報告では、熊本市のまちづくり

や政策への校区単位の統計データの活用について検討する。熊本市においては、各校区の違いを把握し、まち

づくりや政策に生かしていくことが望まれる。

１．はじめに

近年、地方自治体においては、行政の透明‘性や住民に対する説明責任が強く求められて

おり、このような要請に応えるため、政策形成や行政運営に際し様々な統計データが活用

されている。統計法に基づき2009年に策定された「公的統計の整備に関する基本的な計画」

(2009年３月13日閣議決定）では、公的統計の現状・課題として「行政において『証拠に

基づく政策立案」（evidence-basedpolicymaking）への要請が高まっている点」が挙げら

れるなど、政策立案における客観的な証拠として統計の重要』性が高まっている。

熊本市においても、各種計画の策定や新たな制度導入の広報など、政策立案や行政運営

に際して統計データを活用することが多い。また、2001年６月の「行政機関が行う政策の

評価に関する法律」の制定を機に市町村における行政評価の取り組みが広がっているが、

熊本市では、2002年４月の「熊本市行政評価制度実施要綱」制定により行政評価制度を導

入し、同制度における評価の指標としても様々な統計データを活用している。統計データ

は、主に他都市との比較や過去のデータとの比較による現状分析に用いられるが、政策立

案や行政運営における重要な基礎資料として欠かすことのできないものとなっている。

熊本市では、2005年度から町内自治会をはじめ社会福祉協議会、青少年健全育成協議会、

地域公民館、防犯協会など小学校区（以下、「校区」という｡）の地域団体で構成される校

区自治協議会を順次設立し、各団体が連携し地域活動の推進や地域課題への対応を行うな

ど校区を単位としたまちづくりを進めている。また、2010年４月には、市民・市議会・行

政がそれぞれの役割や責任を認識し、情報の共有による相互の信頼関係を築き、参画及び

協働による市政やまちづくりを進めていくための理念条例である「熊本市自治基本条例」

を制定した。しかしながら、校区を単位としたまちづくりの仕組みが整う一方で、熊本市

の政策には各校区の違いがほとんど考慮されていない。政策立案や政策形成の過程におい

て、これまでの他都市との比較や過去のデータとの比較といった熊本市全域を単位とした

分析に加え、各校区の現状を踏まえた検討を行うことでより市民のニーズに即した政策の
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立案が可能となり、政策の評価に際しても、校区別の詳細な分析が可能となる。

そこで本報告では、熊本市において公開されている校区単位の統計資料を収集し、熊本市

のまちづくりや政策への活用の方策を検討する。

２．方法

本調査では、熊本市の校区別統計データを収集し、可視化して考察を行う。統計データ

の収集は、熊本市ホームページ等で公開されている校区別統計データを中心に行う。収集

した統計資料は、市販の地理‘情報システムソフトを用いて地図上に可視化する。ソフトは、

MaplnfO製品のMaplnfOProfessionalを使用した。地理情報システム（GIS：Geographic

lnfOrmationSystem）とは、「地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持ったデー

タ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断を

可能にする技術」である')。なお、校区単位で公表されていない統計データについても、

町丁目単位で公開されるなど校区単位に加工可能なものは対象とした。

３．熊本市の校区

本調査において統計データの単位とする校区は、熊本市教育委員会が所管する熊本市立

小学校の通学区域とし、図－１に示すとおりである。ただし、熊本市教育委員会以外の部

署で用いられている校区は、通学区域を基本としながらも使用される目的や使用状況に応

じて区域や境界を調整しているものが多く、

それぞれの区域や境界の違いを詳細に把握

することは困難である。しかしながら、本

調査の手法においては、それぞれの統計資

料における校区の区域に微小な違いがあっ

たとしても考察に影響を与えるものではな

いことから、それぞれの部署から公表され

た校区別統計資料をそのまま使用した。

校区数は、平成３年２月１日の北部町・

河内町・飽田町・天明町との合併により

80となり、平成20年10月６日の富合町との

合併により８１へ、その後、平成22年３月２３

日に城南町・植木町との合併により、現在

の92となっている。

なお、熊本市では、平成24年４月の政令

指定都市移行に向けて行政区の編成（区割

り）を検討しており、平成22年５月31日の

政令指定都市推進本部において５つの行政

区とすることが決定している。本調査では、

Ａ区を北部、Ｂ区を西部、Ｃ区を中央部、

Ｄ区を東部、Ｅ区を南部として分析を行う

際の参考とする（図－１）。

図－１熊本市立小学校通学区域と行政区

（2010年６月現在）

(資料)熊本市「熊本市立小中学校通学区域索引薄」および
熊本市ホームページ資料（政令指定都市・合併・熊

本都市圏)により作成(最終閲覧日：2011年１月17日）
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表－１熊本市における枝区別人口増減順位
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４．校区別統計資料

(1)人口

熊本市における2010年４月の校区別人口を示したものが図－２である。熊本市の人'１は、

中央部の中心部でやや少ないものの、中央部および''１央部から東部にかけて多く、西部・

南部・北部では中央部から離れるほど少なくなる。最も人口の多い校区は龍田校区の

16,716人で、次いで託麻原校区の16,168人、託麻西校区の15,627人と続く。一方、雌も少

ない校区は松尾北校区の238人で、次いで高橋校区の455人、中緑校区の1,073人と続く。

なお、全校区の平均人口は7,850人である。

2000年４月から2010年４月の熊本市における校区別人口の増減をみると、蚊も増加した

のは龍田校区で3,791人（＋29％)、次いで田迎校区の2,811人（＋28％)、月出校区の2,687

人（＋34％）であった。一方で減少した校区を見てみると、岐も減少したのは健軍東校区

で1,412人（-23％)、次いで春日校区の1,221人（-18％)、託麻西校区の1,055人（－６％）
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図－２熊本市における枝区別人口分布(2010年４月）

（熊本市ホームページ資料（人口統計資料検索シ
ステムー人口統計表）により作成。最終閲覧日：
2011年１月１７日）
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(熊本市ホームページ資料（人口統計資料検索シ
ステムー人口統計表）により作成。最終閲覧日：
2011年１月１７日）
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校区名Ｈ224人口Ｈ12.4人口増減数増減率

龍田16,71612,925３，７９１２９％

田迎１２，８３８10,027２，８１１２８％

月出10,5867.908２，６７８３４％

託麻南14,25812,144２，１１４１７％

画図12,71511,124１，５９１１４％

麻生田9,2897.724１，５６５２０％

北部東9,5378.182１，３５５１７％

出水8 , 7 2 6 7 , 4 1 0１，３１６１８％

城山10,4259,368１，０５７１１％

託麻東12,64711,6221,025９％

高平台14,52214,996－４７４－３％

城北10,326１０W814－４８８－５％

白坪11,94412,528－５８４－５％

泉ケ丘6 , 9 1 8７ m 5 2 0－６０２－８％

城西13,04514,033－９８８－７％

黒髪12,51313,511－９９８－７％

花園11,22012,224－１，００４－８％

託麻西15,62716,682-1,055-6％

春日5,6006,821-1,221-18％

健軍東4,7436,155-1,412-23％



(2)年齢別人口

ａ）老年（65歳以上）人口割合

熊本市における2010年４月の校区別老年人口割合を示したものが図－３である。ほとん

どの校区で老年人口割合は15％以上であり、熊本市においても高齢化は進んでいる。老年

人口割合は、西部・南部・北部で高く、中央部・東部で低い。最も高い校区は松尾北校区

の36.13％で、次いで高橋校区の35.38％、芳野校区の34.38％と続く。一方、鮫も低い校区

は健軍東校区の11.43％で、次いで旧迎校区の1221％、託麻南校区の12.32％と続く。なお、

全校区の老年人|Ｉ割合の平均は20.86％で、約５人に１人が高齢者である。熊本市におい

ては、人口の少ない校区で老年人I~1割合は高くなっており、高齢化が進んでいる。

‘蕊識

嬬罵

鴬

図－３熊本市における校区別老年人口割合分布（2010年４月）

ジ資料（人口統計資料検索システムー人口統計表）により作成。最終閲覧日(熊本市ホームページ資料
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ｂ）年少（14歳以下）人口割合

熊本市における2010年４月の枝区別年少人ｎ割合を示したものが図－４である。年少人

１１割合は東部で特に商い。西部・南部・北部では、ｒＩ－ｉ央部に近い校区で商く、離れるにつ

れてやや低くなっている。雌も年少人口割合が高いのは、田迎校区の20.49％で、次いで

託麻南校区の19.20％、日吉束校区の19.13％と続く。一方、最も低いのは本荘校区の7.55

％で、次いで巾緑校区の7.83％、芳野校区の8.84％と続く。なお、熊本市全体の14歳以下

人口割合は、14.77％であった。

また、熊本市における2010年４月の校区別４歳以下人口割合を示した図－５をみると、

年少人口割合と同じような分布を示している。東部では高く、西部・南部・北部では、’'１

央部に近い校区で比較的高くなっている一方で、中央部から離れた校区では低い。最も高

いのは、田迎校区の8.02％で、次いで日吉東校区の6.88％、託麻南校区の6.59％と続く。

一方、股も低いのは芳野校区の1.79％で、次いで松尾北校区の2.1％、河内校区の2.55％と

続く。なお、熊本市全体の４歳以下の人口割合は、4.8％であった。

年少人口割合は人１１の多い校区で商<、４歳以下人口割合も同様の分布であることから、

今後もその傾向は続いていくと推測されるｃ

図－４熊本市における枝区別年少人口割合分布
（2010年４月）

(熊本市ホームページ資料（人口統計資料検索システムー
人口統計表）により作成。最終閲覧日：2011年１月１７日）

図－５熊本市における枝区別４歳以下人口割合
分布（2010年４月）

(熊本市ホームページ資料（人口統計資料検索システムー
人口統計表）により作成。最終閲覧日：2011年１月１７日）
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あった（表－２）。
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表－２熊本市における枝区別世帯数増減順位

図－６熊本市における枝区別世帯数分布（2010
年４月）

(熊本市ホームページ資料（人口統計資料検索システムー
人口統計表）により作成。最終閲覧日：2011年１月１７日）

(熊本市ホームページ資料（人口統計資料検索システムー
人口統計表）により作成。最終閲覧日：2011年１月17日）

(3)世帯

ａ）世帯数

熊本市における2010年４月の校区別世帯数を示したものが図－６である。世帯数は、概

ね人口と同様の分布を示しており、Ｉ|］央部の中心部がやや少ないものの、中央部および中

央部から東部にかけて多く、西部・南部・北部では中央部から離れるほど少なくなる。雄

も世帯数の多い校区は託麻原校区の8,079惟帯、次いで春竹校区の7,210世帯、黒髪校区の

6,837世帯と続く。一方、最も少ない校区は松尾北校区の73世帯、次いで高橋校区の204世

帯、I1i緑校区の379世帯と続く。なお、全校区の世帯数の平均は、3,373世帯である。

2000年４月から2010年４月の熊本市における校区別世帯数の増減をみると、最も増加し

たのは龍田校区で2,022Mt帯（＋42％)、次いで月出校区の1,517世帯（＋47％)、田迎校区

の1,338世帯（＋37％）であった。一方で、最も減少したのは春日校区で-1,412世帯

(－１５％)、次いで黒髪校区の－４１０世帯（－６％)、健軍束校区の－２０３世帯（-10％）で

順位
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２
３
４
５
６
７
８
９
０
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２
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４
５
６
７
８
９
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７
７
７
７
７
７
７
７
７
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校区名Ｈ224世帯数Ｈ12.4世帯数増減数増減率

龍田 6 . 8 0 5 ４‘ 7 8 3 ２，０２２４２％

月出 4 , 7 7 4 3 , 2 5 7 1 , 5 1 7 ４７％

田迎 4 , 9 8 9 3 , 6 5 1 1 , 3 3 8 ３７％

託麻南 5 , 4 0 2 4 , 2 1 9 １，１８３２８％

画図５．１９２ 4 , 0 7 4 1 , 1 1 8 ２７％

麻生田3, 7 7 8 2 , 7 1 7１，０６１３９％

託麻東 4 , 8 9 7 3 , 9 7 0 ９２７２３％

西原 6 , 7 2 5 5 , 8 8 7 ８３８１４％

北部東 3 , 7 5 5 2 , 9 4 5 ８１０２８％

出水 4 , 4 7 2 3 , 7 0 2 ７７０２１％

城北 4 , 9 5 8 4 , 9 2 5 ３３１％

古町 1 , 6 3 9 1 , 6 0 7 ３２２％

中緑３７９３５５２４７％

松尾西４６０４３９２１５％

松尾北７３７２１１％

飽田南７３６７３９－３０％

高橋２０４２１７－１３－６％

健軍東1, 8 9 1 2 , 0 9 4－２０３－１０％

黒髪 6 , 8 3 7 7 , 2 4 7 －４１０－６％

春日 2 . 7 4 0 3 , 2 1 1 －４７１－１５％



ｂ）１世帯当たり人口および高齢（65歳以上）単身世帯率

熊本市における2010年４月の枝区別１世帯当たり人ｎを示したものが図－７である。図一

６と比較すると、世帯数の多い校区で１世帯当たりの人口は少なく、世帯数の少ない校区

では多いことが分かる。世帯数が少なかった西部・北部の中央部から離れた校区では、１

世帯当たりの人１１は３人以上である一方で、世帯数の多かった中央部では、ほとんどの校

区が2.2人未満であった。

熊本市における2005年の校区別高齢単身世帯率を示したものが図－８である。商齢単身

世帯率５～10％の校区が全校区の６割以上を占めており、高齢単身世帯率10％以上の校区

は、中央部と、東部・西部・北部の中央部に近い校区で多くみられる。高齢単身世帯率が

最も高いのは高橋校区の20.2％で、次いで古町校区の19.9％、城東校区の154％の順であっ

た。

熊本市においては、人'１の多い校区で１世帯当たりの人口は少なく、高齢単身世帯割合

の高い校区が多い。

図－７熊本市における枝区別１世帯当たり人口
分布（2010年４月）

(熊本市ホームページ資料（人口統計資料検索システムー
人口統計表）により作成。最終閲覧日：2011年１月１７日）

図－８熊本市における枝区別高齢単身世帯率分
布（2005年１０月１日）

注）旧城南町および植木町の校区別データは未公開のため、
旧町単位で掲載する。
（熊本市ホームページ資料（平成17年国勢調査結果（地図、
グラフ、表でみる熊本市の人口統計)）により作成）
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(4)保育施設

熊本市における2010年４月の校区別保育施設定員を示したものが図－９である。保育施

設は、１１校区（碩台、白川、慶徳、五福、弓削、桜木東、健軍東、高橋、芳野、松尾北、

松尾東）を除いて全校区に立地し、定員も、東部・南部の校区では比較的多いものの全域

において大きな差は見られない。

保育施設の定員に対する入所児童の割合である保育施設充足率を校区別に示した図－

１０をみると、中央部を取り囲むように充足率の高い校区が多い。また、人口の多い地域で

も概ね高いことから、就業地、または、居住地に近い保育施設が利用されていると推察さ

れる。

保育施設の定員と充足率を比較すると、多くの校区で、定員は多いが充足率が低いといっ

た需要と供給のアンバランスな状態がみられている。

図'－９

リ

熊本市における枝区別保育施設定員分布
(2010年４月）

（熊本市保育幼稚園課提供資料により作成）

図一１０熊本市における校区別保育施設充足率分
布（2010年４月）

（熊本市保育幼稚園課提供資料により作成）
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(5)小学校児童数

熊本市における2010年５月の校区別小学校児童数を示したものが図-11である。小学校

児童数は、概ね人1-1と同様の分布を示しているが、西部・南部・北部の中欧部から離れた

校区にも児童数の多い校区がみられる。

2005年から2010年の５年間の小学校児童数増減率を校区別に示した図－１２をみると、小

学校児童数は、全体の３割を超える校区で増加したものの、６割を超える校区では減少し

ている。最も減少率が高かった松尾西校区では約45％の減少、続いて高かった田原校区で

は約35％減少しており、その他にも、２０％以上減少した校区が７校区（健砿東、芳野、松

尾東、河内、小島、111本、山東）ある。

図－１１熊本市における枝区別小学校児童数分布
（2010年５月）

(熊本市「小中学校児童生徒数（平成22年５月１日現在)」
により作成）

図－１２熊本市における校区別小学校児童数増減

率分布（2005年５月～2010年５月）

(熊本市教育委員会事務局学務課提供資料により作成）
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(6)生活保護

熊本市における2010年６月の校区別生活保護被保護世帯数を示したものが図-13である。

生活保護被保護世帯数は、中央部に近い校区で多く、西部・南部の中央部から離れた校区

では少ない。

2009年６月から2010年６jlの生活保護被保護世帯数の増減率を校区別に示したものが図-

14である。生活保護被保護世帯数は、この１年で全体的に増加傾向にあり、経済状況等の

影響が考えられる。そのような中で、西部の春日校区および古町校区、南部の奥古閑校区、

飽田西校区およびに'－１緑校区など、一部で減少した校区もみられた。

図－１３熊本市における校区別生活保護被保護世
帯数分布（2010年６月）

注）旧城南町および植木町の校区別データは未公開のため、
旧町単位で掲載する。

（熊本市保謹第一課提供資料により作成）

図－１４熊本市における枝区別生活保護被保護世
帯数増減率分布（2009年６月～2010年６
月）

注）旧城南町および植木町の校区別データは未公開のため、
旧町単位で掲載する。

（熊本市保護第一課提供資料により作成）
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５．調査結果のまとめ

本調査では、熊本市ホームページ等で公開されている統計データを地図上に可視化し、

各校区の様々な違いを示した。その結果、熊本市においては、人口の違いにもとづく特色

があることが分かった。熊本市の人口は、中央部に近い校区および東部の校区で多く、西

部・南部・北部の中央部から離れた校区で少ない。そして、人口の多い校区では年少人口

割合が高く、老年人口割合が低い校区が多い。さらに、１世帯当たりの人口は少なく、高

齢単身者世帯割合が高い傾向がある。

その他の統計データを見ると、保育施設の定員数および充足率については、需要と供給

にアンバランスな状態があることが示された。また、小学校の児童数および増減率につい

ては、児童数が概ね人口の分布と同様であるのに対し、児童数の増減率は、必ずしも人口

の多い少ないとは関連していないことが示唆された。そして、生活保護被保護世帯数は、

市町村合併前の熊本市域と旧町域に差があることが示された。

このように、統計データを眺めているだけでは見えてこない各校区の様々な違いは、統

計データを可視化することで容易に把握することが可能となる。人口の違いにもとづく特

色を踏まえ、各校区の違いから課題を抽出し対応策を検討していくため、統計データの可

視化は有用である。

６．おわりに

熊本市が協働・参画のまちづくりを行っていくうえでは、市民・市議会・行政等が持つ

様々な統計データを共有し、校区の現状をそれぞれの共通の認識とする必要がある。そこ

で、共有される統計データは、行政だけでなく市民・市議会等の誰もがアクセス可能で、

かつ、分かりやすいものでなくてはならない。したがって、統計データを地図上に可視化

することは、市民・市議会・行政等が統計データを共有するうえでの有効な活用例と考え

られる。

また、統計データの作成には多くの労力を要するため、共有される統計データは、必要

以上に精度の高いものである必要はなく、使用する用途に見合う程度の精度であればよい。

重要なのは、すべての要求に対応するような精度の高い統計データを作成することではな

く、統計データをまちづくりや政策に生かしていくことである。今回の調査では、主に熊

本市ホームページから校区単位の統計データを収集したが、熊本市全域を対象とした多く

の統計データが公開されている一方で、校区単位の統計データは少ない。さらに、校区単

位で公開されている統計データについても、部署によって校区の基準が異なっていた。

熊本市において統計データをまちづくりや政策形成に活用していくためには、第一に、

統計データの単位としての校区を定義し、そのうえで校区単位の統計データの充実が望ま

れる。第二に、校区単位の統計データを有効に活用していくための方策の検討が望まれる。

本調査で行った地図上への可視化は一例である。そして第三に、市民・市議会・行政等が

地域の情報として共有していくための仕組みづくりが望まれる。

謝辞：今回の調査に際してご指導をいただいた上野員也教授と円山琢也准教授、データの

提供とデータ分析への御協力をいただいた熊本市の関係各位に深く感謝いたします。

－１１５－



【参考文献】

１）国土地理院：国土地理院ホームページ，ＵＲＬ：http://www・gsi､gojp/GIS/whatisgis．

html，最終閲覧日：2011.1.17

(2011.1.17受付）

ThelnflectionofStatisticalDataｔｏ“Machizukuri”ａｎｄＰｏｌｉｃｙ

ｉｎＫｕｍａｍｏｔｏＣｉｔｙ

ＴｓｕｙｏｓｈｉＫＡＮＡＹＡＭＡ

Thelocalgovemmentusesavarietyofstatisticaldatafbrpolicyfbrmationand

publicmanagement；theKumamotocityalsousesstatisticaldatainasimilar

manner・TheKumamotocityusesstatisticaldatafbrdrawingcomparisonswithother

citiesaswellaswiththepast・Inthefilture，ｔｈｅＫｕｍａｍｏｔｏｃitywillundertake

publicmanagemeｎｔａｎｄ“Machizukuri，，bycollaboratingwithcitizens・The

Kumamotocityconsidersthedistrictsofelementaryschoolsasseparateunits・This

reportexaminestheinflectionofthestatisticaldataofthedistrictofanelementary

schoolfbr "Machizukuri，， andpolicyfbrmulationinKumamotocity．

－１１６－


	表題

	１ ． はじめに
	２．方法
	３．熊本市の校区
	４．校区別統計資料
	(1)人口
	(2)年齢別人口
	(3)世帯
	(4)保育施設
	(5)小学校児童数
	(6)生活保護

	５．調査結果のまとめ
	６．おわりに
	【参考文献】
	英文要旨


